












ングを専門に調査する「Nonprofit Research Collaborative」が定期的に実施する「Nonpforit 
Fundraising Study」によって社会的変化に対応した様々な手法が実践されていることが報告
されている 2 ）。このように、NPO によるファンドレイジングについては、誰から、どのよう
に、いつ依頼を行うのか、その手法や戦略について社会文化的要因や倫理的側面を考慮する






2 ） Nonprofit Research Collaborative （2016） 

































NPO のファンドレイジングについては、米国の Association of Fundraising Professionals




















制度を提供することにより米国の Certified Fundraising Executive（CFRE）と同様の専門
家教育を目指している9）。しかしながら、筆者らの調査によれば、代表理事や事務局長などの
経営者個人がその役割を兼任しており、ファンドレイザーとして専任職員を有する NPO は
依然として少ない（表 1）。その理由としては、大部分の NPO では、組織の人員数や財政基
盤といった経営資源が脆弱であるため、ファンドレイジングを専門に担当する職員を配置す
ることは容易ではないと推測される10）。
8 ） Association of Fundraising Professionals （AFP） “History of the Association of Fundraising 














































































































































































25） Hansmann （1980）、Ebrahim （2003）





























全分野（平均、寄付者のみ） 3.6% 3.6% 5.9% 7.6%
国や都道府県や市区町村
（ふるさと納税以外）
0.9% 2.7% 2.5% 4.9%
ふるさと納税 14.6% 11.4% 9.9% 8.7%
政治献金 0.5% 0.5% 0.9% 1.9%
宗教関連 1.4% 2.9% 5.0% 6.5%
共同募金会 12.3% 14.3% 26.1% 29.8%
日本赤十字社 11.9% 10.5% 17.0% 18.0%
自治会・町内会・女性会など 16.9% 16.1% 27.5% 31.7%
まちづくり・まちおこし 1.4% 1.2% 1.9% 2.9%
緊急災害支援 4.6% 4.5% 8.9% 12.9%
国際協力・交流 0.9% 1.0% 4.6% 9.4%
芸術文化・スポーツ 2.3% 0.8% 1.3% 1.7%
教育・研究 0.9% 1.4% 3.0% 4.5%
雇用促進・雇用支援 0.0% 0.1% 0.1% 0.1%
保健・医療・福祉 0.9% 0.8% 2.1% 2.7%
子ども・青少年育成 0.9% 0.9% 2.0% 4.7%
自然・環境保全 0.5% 1.2% 2.6% 5.1%
権利擁護・権利支援 0.0% 0.0% 0.1% 1.0%
業界団体・商業団体・労働組合 0.9% 0.6% 0.7% 0.5%
社会貢献活動の中間支援 0.9% 0.6% 2.1% 3.9%
その他 0.0% 0.3% 0.4% 0.2%
































a b c d e f
寄付グループ
a NPO への寄付 1
b 政府への寄付・ふるさと納税 0.06 *** 1
c a，b の両方 0.30 *** 0.70 *** 1
d 寄付・ふるさと納税はしなかった -0.89 *** -0.38 *** -0.26 *** 1.00
e NPO・市民活動に対する信頼 0.16 *** -0.02 0.03 -0.13 *** 1
f 一般的信頼 0.15 *** 0.04 ** 0.06 *** -0.14 *** 0.17 *** 1





















表 6 のとおりである。説明変数は、表 3 で用いた NPO に対する信頼度を示す代理変数とし
て、「NPO・市民活動に対する信頼度」を用いる。表 3 で用いた指標を反転させ「NPO・市
民活動に対する信頼度」として、1「まったくそう思わない」、2「あまりそう思わない」、3
「ややそう思う」、4「とてもそう思う」の 4 段階評価からなり、高い値ほど NPO に対する信
頼度が高いことを示す。相関関係の分析で示されたとおり、NPO・市民活動に対する信頼が
高まると NPO に対する信頼が増加し、NPO に対する寄付行為が高まることから、NPO への
寄付グループ（表 5（a））に属する確率が高まることが予測される。また、一般的信頼につい



































変数名 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
被説明変数
寄付グループ［1-4］ 5,242 2.66 1.42 1 4
説明変数
NPO・市民活動に対する信頼 5,242 2.89 0.70 1 4
一般的信頼 5,242 3.20 0.84 1 5
世帯収入（万円） 5,242 449.87 483.84 0 9,990
性別：女性［参照グループ：男性］ 5,242 0.50 0.50 0 1
年齢 5,242 57.12 15.22 20 79
年齢×年齢 5,242 3,495 1,644 400 6,241
学歴
短大・大学卒業程度（見込み含む） 5,242 0.63 0.48 0 1
居住地の規模









与える限界効果を求めた（表 8）。図 1 は、表 8 で示された限界効果について、2 変数それぞ
れの信頼の程度が変化した場合に応じて、寄付者がどのグループを選択する確率が増減する








NPO・市民活動に対する信頼 0.366 *** -0.047 0.204 **
一般的信頼 0.189 *** 0.153 ** 0.343
世帯収入（万円） 0.001 *** 0.001 *** 0.001 ***
性別：女性［参照グループ：男性］ 0.492 *** -0.141 0.424 ***
年齢 0.018 0.063 ** -0.006
年齢×年齢 0.000 -0.001 ** 0.000
短大・大学卒業程度（見込み含む） 0.318 *** 0.687 *** 0.352 **
政令市または東京23区 -0.242 *** 0.191 -0.003
切片 -4.483 *** -4.506 *** -5.757 ***
観測数 5,242





限界効果 標準誤差 Z 値 信頼区間（95％）
a. NPO への寄付 7.20% 0.010 7.500 *** 0.053 0.091
b. 政府への寄付・ふるさと納税 -0.99% 0.004 -2.230 ** -0.019 -0.001
c. 両方に寄付・納税をした 0.23% 0.005 0.450 -0.008 0.012
d. 寄付・ふるさと納税はしなかった -6.44% 0.010 -6.650 *** -0.083 -0.045
一般的信頼
限界効果 標準誤差 Z 値 信頼区間（95％）
a. NPO への寄付 2.75% 0.008 3.410 ** 0.012 0.043
b. 政府への寄付・ふるさと納税 0.35% 0.004 0.940 -0.004 0.011
c. 両方に寄付・納税をした 1.44% 0.005 3.180 ** 0.006 0.023
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